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り巻く環境変化によって，マネジメント・コントロールに与えた大きな影響が 2 つあった。 
第 1 に，戦略的 MCS の重要性が増してきている。「金融ビッグバン」による規制緩和，
「金融コングロマリット化」による金融グループ化により，多様化した金融サービスのコ







 第 1 の戦略的 MCS については，研究分野における理論の進化に伴って，Activity-Based 

















第 3 は，ボトムの個人まで 4 つの視点の BSC を作成するするタイプである。4 つの視点を





















した IN の構築について理論の適用ができるのではないかと考えている。 
本論文では，現在の金融機関（メガバンクグループ）に特徴的に表れている起業家的ギ
ャップと水平的 IN の構築に着目して，戦略的 MCS である BSC を導入している本邦の代
表的なメガバンクグループをケース企業として取り上げる。営業拠点内への BSC のカス







グループ）における MCS 実務への貢献を図ることである。 
 

































































































































第 2 節 研究課題 
本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ

















































































































えている。Chenhall and Moers（2015）によれば，銀行業のようなサービス産業の MCS
研究が不足しており，大きな研究余地があると指摘している。Soin and Scheytt（2009）
では，金融サービスセクターにおける管理会計研究の潮流の一つとして，規制緩和による




第 3 節 本論文の構成 
 本論文は以下のような構成で研究を行う。第 1 章では，金融機関をとりまく経営環境や
規制に関する先行研究のレビューを実施する。第 2 章では，金融機関の管理会計システム
の実態に関する先行研究のレビューを実施する。第 3 章では，非財務指標を活用した業績
管理（BSC 中心）の先行研究レビューを実施する。第 4 章では，BSC 浸透度と実践に関
する考察を行う。第 5 章では，Simons の研究に関する考察を行う。 
第 6章では，リサーチサイトであるA社を概観したうえで，調査方法について考察する。
第 7 章では， A 社の大規模支店長クラスに対するインタビュー調査の実施要領と結果に
ついて記述する。第 8 章では，分析の概要とフレームワークに基づいて仮説の設定を行う。















第 1 章 金融機関をとりまく経営環境や規制に関する考察 










































































株主の ・銀行株主が，銀行・証券・保険業務の ・銀行株主①銀行を直接ガバナンス ・持株会社株主が，銀行・証券・
ガバナンス 　全てをガバナンスする。 　②証券・保険を間接的にガバナ 　保険を間接的にガバナンスする。
役員の ・銀行役員が各業務を直接執行 ・銀行役員が，①銀行業務を直接執行 ・持株会社役員は，各業務について
業務執行 　②証券・保険業務については銀行が 　持株会社が保有する株主権を行使。
　保有する株主権を行使。




業務間の ・リスク遮断は困難。 ・リスク遮断がある程度可能。 ・リスク遮断生が比較的強い。
リスク遮断 ・各業務に関するセーフティーネットの効果 ・親銀行のセーフティネットの効果が ・各業務に関するセーフティーネットの
　が他の業務にも直接及ぶ。 　子会社にも及ぶ可能性あり。 　効果が他の業務に及びにくい。








































































本企業のクロスボーダーM&A の分野で，上位の評価を得るなど，この 10 年の間に競争力
を飛躍的に強化している。 
 
















































































































第 2 章 金融機関の管理会計システムの実践に関する先行研究レビュー 
第 1 節 金融機関の管理会計システムの実践に関する先行研究のレビュー 
2.1.1  金融機関の ABC の実践（都市銀行 S）に関する考察 
ここでは，金融機関の管理会計システムの実践に関する先行研究についてレビューする。 
谷守（2007b）によれば，具体的に ABC 適用を公表している大手銀行では，あさひ銀行





谷守（2007a）では，都市銀行 S のカンパニー運営に対する ABC 適用事例を考察して
























図表 7 活動種別単位の割当て方法 






























よって，次に述べる 3 点の経営効果が得られたとしている（谷守，2007a）。 
 第 1 に，カンパニー別の原価が算定できるようになったことと，原価が配賦される側で
コントロールの可否を明確にしたカンパニーの責任会計が実現できたことである。 













3.1.2  金融機関の ABC の実践（りそな銀行）に関する考察 




4 万を超えていたが，おそらく ABC 適用企業のなかでも最も大規模な ABC モデルの一つ
であったと思われると述べている（図表 8）。 
 






類を 4 万強から 2000 程度に集約して ABC モデルを改良して現在に至っている（古賀・谷
守，2010）。 


















 今後の課題について 3 点あるとしている（古賀・谷守，2010）。第 1 に，現状の ABC
では直接的な費用低減が難しい点を挙げている。今の ABC では費用支出後の配賦となっ
ており，顧客別収益性向上のために商品サービス業務量を減らすといった本末転倒な行動
にならないとも限らない。第 2 に，顧客別 ABC は銀行側でのコントロール性が十分では
ない。銀行側では顧客の要求に基づく商品サービスの取引業務量の直接的なコントロール
はできない。現状の顧客別 ABC は成り行き原価で，製造業の「原価のつくり込み（原価
企画）」的発想は育ちにくい。第 3 に，顧客別 ABC は実際原価しか算定できない。 
 谷守（2007b）では現状の銀行 ABC の限界と課題は，次の 2 点が考えられるとしている。 











3.1.3 金融機関の BSC の実践（東京三菱銀行米州本部）に関する考察 
Kaplan and Norton（2004，2006）では，東京三菱銀行米州本部（現三菱東京 UFJ 銀
行）の BSC 導入事例を取り上げている。米州本部は米州地域内の 9 ヵ国 23 都市に拠点を
有しており，トレジャリ－，グローバル企業部門，投資銀行部門，コーポレートセンター






















図表 9 東京三菱銀行グローバル企業部門（米州）の戦略マップ 
財務の視点 
 



































































○新 IT システム導入 



















 ◎銀行全体の統一目標 ○個別部署の独自目標 ●特定部署間の共有目標 
（出所）Kaplan and Norton（2004, p.48）より一部筆者修正 
 






序で進めたことで，BSC を通常業務として定着させるのに 15 ヵ月を要した。しかし，こ
のプロジェクトの手順は，戦略を本社からのトップダウンではなくビジネスグループから
ボトムアップで創出させることを好むという企業文化にうまく適用することができた。米
州における BSC 導入プロジェクト成功の知らせはすぐに東京に届き，2004 年には東京三
菱銀行（現三菱東京 UFJ 銀行）本体の本部としても BSC 導入プロジェクトを立ち上げる
に至った（Kaplan and Norton，2006）。 
 
3.1.4 金融機関の BSC の実践（MUFG）に関する考察 




 三菱東京 UFJ 銀行とは，2006 年 1 月に東京三菱銀行と UFJ 銀行が合併して出来た銀
行であり，MUFG 全体で BSC を展開している（図表 10）。世界屈指の総合金融グループ
















といったグローバルトップ 5 の達成を掲げている。グローバルトップ 5 を実現するために
は，一方では BSC による経営理念の浸透，戦略管理，業績評価を実現するとともに，CSR
経営によってさまざまなステークホルダーとの共存共栄を図ろうとしている（伊藤，2014）。 

































3.1.5 金融機関における BSC 導入経験に基づく考察 
 BSC は MCS のひとつのベストプラクティスに位置付けられているが，BSC 単体では
MCS の全領域をカバーすることは出来ない。むしろ、一旦 BSC を導入すると，BSC と様々
な MCS との隣接点が浮上し，それらとの統合や連動方法についてのノウハウが必要とな
るとして，そのような事例を示す代表的なケースとして，MUFG の BSC 導入事例を取り
上げている（南雲，2014）。 
 MUFG は 2001 年に畔柳米州本部長（当時）のリーダーシップの下，ガバナンス強化を
目的として旧東京三菱銀行の NY 拠点である米州本部で BSC の導入を開始した。2004 年
の畔柳氏の MUFG 社長就任以降，BSC の適用範囲を拡大して，持株会社の MUFG とそ
の傘下の三菱東京 UFJ 銀行等の主要子会社を含むグループ全体で BSC を運用している。
MUFG における BSC は，リスク管理や企業の社会的責任（CSR）等の隣接する MCS と
統合することにより，独自の発展を遂げてきたとしている（南雲，2014）。 
 2004 年から 2007 年にかけては，BSC をマネジメントシステムの共通基盤と位置付け
（図表 11），それに顧客満足度に関する各種調査（Customer Satisfaction 評価），ステー







社 顧客満足度 　　　　　　　内部顧客満足度 地域社会
会 （リテール・法人・海外）　          　（経営・部門・官界会社） 地球環境
内
部 ＲＭ ＰＯ オペレーション ・ガバナンス
プ ・対顧提案力 ・投資銀行商品 ・事務業務品質 ・コンプライアンス
ロ ・チャネル ・市場関連商品 ・生産性・効率性 ・内部統制
セ ・内外連携 ・決済性商品 ・情報セキュリティ




イ ・従業員満足度 ・コミュニケーション ・新BIS対応 ・割当資本制度
ン ・スキル・人間力 ・評価・処遇 ・戦略的ALM ・ＩＴガバナンス













化した。これは様々な MCS が不必要な競合関係に陥ることを回避するために，BSC を
MCS の基軸として，それにすべての MCS を収斂させるという，全体と個の整合化への試
みであったとしている（南雲，2014）。 
 









MUFG の BSC と隣接領域の統合と連動に関する組織学習は拡大を続けた。それは，経
営哲学（CSR），課題解決手法（シックスシグマ），リスク管理（COSO ERM）との連動
に加え，企業文化・風土の改革，戦略策定，更には業績評価・報酬制度との連動といった
7 領域に亘っている（図表 12）。 
 
図表 12 7 つの BSC 隣接領域 
領域 内容 





社 顧客満足度 　　　　　　　内部顧客満足度 地域社会
会 （リテール・法人・海外）　       　（経営・部門・官界会社） 地球環境
内
部 ＲＭ ＰＯ オペレーション ・ガバナンス
プ ・対顧提案力 ・投資銀行商品 ・事務業務品質 ・コンプライアンス
ロ ・チャネル ・市場関連商品 ・生産性・効率性 ・内部統制
セ ・内外連携 ・決済性商品 ・情報セキュリティ




イ ・従業員満足度 ・コミュニケーション ・新BIS対応 ・割当資本制度
ン ・スキル・人間力 ・評価・処遇 ・戦略的ALM ・ＩＴガバナンス























































 次に MCS に関する代表的な先行研究である Simons（1994，2000）のコントロールレ








図表 13 統制レバーへの MUFG 事例のマッピング 










経営哲学 ○    ○ 
企業文化 ○    ○ 
戦略策定   ○  ○ 
課題解決  ○   ○ 
リスクマネジメント   ○ ○ ○ 
業績評価    ○ ○ 
報酬制度    ○ ○ 
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（出所）Simons（2000）を参考に南雲氏作成 南雲（2014, p.6）より引用 
 
第 2 節 小括 
本節では，金融機関の管理会計システムの実態に関する先行研究のレビューを俯瞰し，
小括をする。 
谷守（2007a）では，都市銀行 S のカンパニー運営に対する ABC 適用事例を考察した。
カンパニーABC の効果として，経費と原価のすべてについて，カンパニーの帰属を明確に
して，それを出発点として，ABC によって原価を振替える仕組みとなっている。次に述べ
る 3 点の経営効果が得られたとしている。第 1 に，カンパニー別の原価が算定できるよう
になったことと，原価が配賦される側でコントロールの可否を明確にしたカンパニーの責
任会計が実現できたことである。第 2 に，コストセンターのプロフィットセンター化がな
された。第 3 に，計画の策定を，カンパニー別原価のベースで行えるようになった。 
古賀・谷守（2010）では，りそな銀行の ABC 適用事例について詳細に記述している。 




今後の課題について 3 点あるとしている。第 1 に，現状の ABC では直接的な費用低減
が難しい点。第 2 に，顧客別 ABC は銀行側でのコントロール性が十分ではない。現状の
顧客別 ABC は成り行き原価で，製造業の「原価のつくり込み（原価企画）」的発想は育ち
にくい。第 3 に，顧客別 ABC は実際原価しか算定できない。 
谷守（2007b）では，金融機関の ABC の限界と課題について次の 2 点が考えられるとし
ている。第 1 に，オペレーショナルな活動以外の活動については納得感の高いコスト・ド






Kaplan and Norton（2004，2006）では，東京三菱銀行米州本部（現三菱東京 UFJ 銀
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南雲（2014）では，BSC を導入すると，BSC と様々な MCS との隣接点が浮上し，そ
れらとの統合や連動方法についてのノウハウが必要となるとして，そのような事例を示す
代表的なケースとして，MUFG の BSC 導入事例を取り上げている。そして，MCS に関
する代表的な先行研究である Simons（1994，2000）のコントロールレバーの枠組みに，
MUFG の事例をマッピングしている。7 つの BSC 隣接領域の内，6 領域は説明がつくと
しており，課題解決手法のみが該当するカテゴリーが無い。Simons（1994，2000）の枠








































第 3 章 非財務指標を活用した業績管理（BSC 中心）の先行研究レビュー 
第 1 節 BSC の概要と導入の目的 
3.1.1 BSC の概要 
ここでは，本論文の研究課題である BSC について考察する。 
当初 BSC は，多面的な業績評価手法として考案された。その後，戦略マップが考案さ
れて，戦略的 MCS としても多くの企業に採用されている。 












回すことが可能になっている（Kaplan and Norton, 1996）。 
非財務指標を活用した代表的な業績管理システムである BSC では，財務指標を達成す
る上で戦略的に重要と考えられる諸要因を，非財務指標として測定することによって，業





























3.1.2 BSC 導入の目的 
森沢ほか（2005）によれば，野村総合研究所は 2003 年 6 月に単独売上高 500 億円以上
















第 2 節 BSC 研究に関する先行研究レビューの整理 
























































いて調査している。この研究では，4 つの仮説に基づいて調査がなされた。  
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仮説 1 は，PMS（Performance Measurement Systems 以下 PMS）の診断的利用は，マ
ーケット志向・起業家精神・革新性・組織学習の能力に，ネガティブな影響を与える傾向





仮説 4a は，PMS の診断的利用とインタラクティブ利用は，マーケット志向・起業家精
神・革新性・組織学習の能力への貢献を通じて，間接的に組織のパフォーマンスに効果が
ある。仮説 4b は，ダイナミック・テンション（バランスの取れた PMS の診断的利用とイ
ンタラクティブ利用）は，マーケット志向・起業家精神・革新性・組織学習の能力への貢
献を通じて，間接的に組織のパフォーマンスに効果がある。 
 共分散構造分析による調査結果としては，仮説 1 と仮説 2 については，強い支持が得ら






































































 第 2 の研究目的として，戦略的業績評価システム（Strategic Performance Measurement 
Systems 以下 SPMS）の将来の株主価値増大を促すという大きな効果や戦略実行を支援す















第 3 節 小括 
本節では，非財務指標を活用した業績管理（BSC 中心）の先行研究レビューを俯瞰し，
小括する。本論文の研究課題における BSC 研究との関連性を鑑みて，因果関係，コント
ロールとしての利用方法，成果，の 3 つの領域を中心に先行研究レビューを実施した。 





















本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ
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第 4 章 BSC 浸透度と実践に関する考察 






実態を確認のうえ，4 つの仮説を設定している。仮説 1 は，BSC の浸透度は『知っている』
『理解している』『実践している』の順序で 3 段階に分かれるとしている。仮説 2 は，職
位が高い，もしくは勤続年数が長いほど BSC の浸透度が高いとしている。仮説 3 は，本
部経験のある従業員の方が BSC の浸透度が高いとしている。仮説 4 は，業績の良い営業
拠点は BSC の浸透度が高いとしている。 







に関心を持つため，BSC の浸透が促進されると推定している。仮説 3 は，回答の集計結果
並びに重回帰分析の結果から，支持されていない。これは調査における制約が影響したも
のとしている。仮説 4 は，重回帰分析の結果，BSC 認識度に対して，統計的に有意な水準
で仮説を支持した業績安定度，直近収益変化率の解釈を試みているが，客観的な意見を得
るに至っておらず，筆者の主観的解釈に留まっている。 
















ている。研究の結論としては大きく 2 点に纏めている。 


























































したバイアスは，共通指標バイアスと呼ばれている（Lipe and Salterio，2000；Libby et 



















































































































南雲（2014）によれば，A 社は過去 BSC の導入をトップダウンで行うべきか，もしく
はボトムアップで行うべきかというコントロールスタイル上の選択に直面したことがある


















第 3 節 小括 
 本節では，これまでの小括をする。伊藤（2009）の研究の結論としては，第 1 に，BSC
の浸透度は，BSC 認識度と KPI 実践度という 2 つの要素で構成されており，浸透度の違









岡田（2011）では，研究の結論としては大きく 2 点に纏めている。第 1 に，BSC の企
業内浸透度と業績評価（総合評価：財務指標と非財務指標の合計：以下，業績評価と略記）
の関係においては，BSC 浸透度が高い営業拠点ほど，業績評価が高いということである。
しかも，職位が課長以上の BSC 浸透度を高めるだけではなく，営業拠点の全員の BSC 浸
透度を高めることが，業績評価の向上に有効であることが判明した。また，職務経験にお
いては本部各部門の企画・管理業務の経験者は，BSC 浸透度が高いことも明らかになった。 














































































第 5 章 Simons の研究に関する考察 
第 1 節 LOC に関する考察 
 創発型戦略（Mintzberg，1978）におけるマネジメント・コントロール（以下，MC）
の役割に関する研究としては，Simons の一連の研究が挙げられる（Simons，1995 など）。
Simons は MC を管理者が組織活動のパターンを維持または変更するために利用する，情
報ベースの公式的な手続きであると定義している（Simons，1995）。 
戦略の実現という観点から MC のフレームワークを提示して，MC と戦略との相互関係
を示唆したことで，MC の役割拡大に貢献した。Simons は，MC のフレームワークとし
て，診断的コントロールシステム，インターラクティブコントロールシステム，理念シス















































































































































































 Simons（2010）では，フィールド・スタディから 4 つの一般命題について述べている。
第 1 に，活動を開発することに集中する場合は，コントロールの幅とアカウンタビリティ












































































































第 3 節 水平的 IN に関する考察 
 Simons（2005）の IN 概念は，階層間で生じる垂直的インタラクションと同僚あるいは



























ーによる管理会計利用が，IN の形成に寄与する要因を 4 点に纏めている（庵谷，2014）。
第 1 に，所与の責任範囲の利益目標だけでなく，より上位の利益目標を共有化させること。







 妹尾・横田（2015）では，Simons（2005）の IN の概念を踏まえた，水平的インタラ
クティブ・ネットワーク（以下水平的 IN）の構築を促進する要因を明らかにするために，
変革型リーダーシップに着目し，予算の活用の特徴と対比して分析を行っている。 







































結論として以下 3 点に纏めている。第 1 に，マネジャーが変革型リーダーシップを発揮
することは，水平的 IN の構築に強い直接的な正の影響を与える。第 2 に，予算の活用の
特徴のうち，報酬とのリンクと経営陣の関心の程度の高さは，水平的 IN の構築に直接的
な正の影響を与える。第 3 に，マネジャーが変革型リーダーシップを発揮することは，予
算の活用の特徴が水平的 IN の構築に与える影響を弱める（妹尾・横田，2015）。 





残された課題として 4 点を挙げている。第 1 に，先行研究の少ない予備的研究であるた
め，得られた 3 つの発見事項に基づき，今後はより厳密な仮説検証的研究を行わなければ
ならない。その際，新たに構築した概念である水平的 IN については，その尺度の妥当性











第 4 節 小括 
 ここでは，起業家的ギャップ並びに水平的 INに関する先行研究のレビューを小括して，
残された研究課題について纏める。 

























本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ












第 6 章 リサーチサイトと調査方法 
第 1 節 リサーチサイトの選定理由 
 本論文の研究課題やこれまでに小括した内容を踏まえて，リサーチサイトについては，
金融機関（メガバンクグループ）A 社を選定した（図表 21）。A 社は日本における BSC 導
入企業の代表的な成功事例として複数の書籍で紹介されており，2006 年 9 月には米国バ
ランスト・スコアカード・コラボレイティブより，BSC の運営手法が優れている企業に対
して贈られる「Hall of Fame」（殿堂入り）アワードを受賞している。「Hall of Fame」（殿
堂入り）アワードの受賞理由としては，①A 社統合（発足時）における BSC の有効活用
②トップダウンとボトムアップを織り交ぜたアライメント方法の創造③グローバルスケー
ルでの BSC 全社展開の 3 点が挙げられている（図表 22）。 
Kaplan and Norton（2008）では，A 社が戦略の実行に成功した要因として，戦略的ア
ラインメント（戦略の落とし込み）の存在を挙げており，戦略マップに基づいて，次年度










A 社が BSC の殿堂入り企業であること，グループが巨大な財閥系企業であること，共
通の経営ビジョン（経営理念・行動規範）を導入していること，グループベースの連結業








図表 21 金融機関（メガバンクグループ）A 社 
 
（出所）A 社ディスクロジャー（2017, p.94）に筆者一部加筆 
 
図表 22 A 社の「Hall of Fame」（殿堂入り）アワード受賞理由 




受賞理由 ・A 社統合（発足時）における BSC の有効活用 
 統合準備の段階から，旧 2 社が一体となって，全社戦略，部門戦略，





・グローバルスケールでの BSC 全社展開 
 多国籍企業が BSC を導入する場合，特定の部門や地域に導入範囲 

















第 2 節 A 社の BSC 導入及び活用状況 
 金融機関（メガバンクグループ）A 社は，2001 年 7 月に A 社米州本部にて BSC 導入を
開始しており，BSC 導入企業の成功事例として，Kaplan and Norton（2004）で米州本部
での BSC 導入事例が紹介されている。米州本部での BSC 導入の目的はガバナンスの強化
と日本からの派遣社員と現地社員間のコミュニケーションの強化であった。その後，米州
本部での BSC を発展させる形で，戦略管理と業績評価の共通プラットフォームの構築や
全社員の報酬への BSC ベースの業績評価の反映を経て，2005 年 10 月からは全社的（グ
ローバルスケール）に BSC を導入している。現在導入されている BSC は，米州本部の
BSC を発展させて，全社ベース（グローバルスケール）で共通に利用されている BSC で
ある。 








 A 社では具体的には BSC を，戦略を共有し推進していくためのマネジメントツールと
して活用しており，また全世界に展開する営業拠点の多面的統一的業績評価ツールとして
も活用している。  
 マネジメントツールとしての BSC は，戦略マップが大きな役割を担っている。BSC の
4 つの視点，A 社の場合は「財務」，「顧客・社会」，「内部プロセス」，「人材と経営インフ























図表 23 A 社の BSC 導入目的 
持続的価値の創造による「グローバルトップ 5」の安定的維持 
 
            【BSC を活用した経営管理】 




























             A 社グループ経営理念の実践 
（出所）「2006 年度バランス・スコアカード・コンファレンス」資料を参考に筆者作成 
 








































































図表 25 A 社の戦略マップ 
“ 世界トップ 5 ” の地位 
財務の視点 
 ・増収     ・貸借対照表構造の改善 
・コスト削減  ・資本効率の向上 






























人材・組織文化の視点 経営インフラ・IT の視点 
 ・従業員満足度  ・コミュニケーション 
・能力開発    ・業績管理 
・職場環境    ・キャリア形成等 
 ・戦略的 ALM 
・人事システム 
・CRM システム等 
(出所)Robert S.kaplan and David P.Norton(2008)  










図表 27 A 社の営業拠点の業績評価（イメージ） 
≪財務指標≫              ≪非財務指標≫ 
KPI（評価指標） 配点  KPI（評価指標） 配点 
収益（連結） ○○  リスク管理（RM 等） ○○ 
収益（単体） ○○  内部管理 ○○ 
販売額 ○○  人材（ES 等） ○○ 
ボリューム ○○  合計 ○○○ 
















































図表 28 A 社の起業家的ギャップの状況（イメージ） 

















































































































図表 32 金融機関（メガバンクグループ）A 社の経営ビジョン 
 
（出所）A 社ディスクロジャー（2017, p.1）に筆者一部加筆 
 
第 5 節 調査方法の選定理由 
本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ




























































第 7 章 インタビュー調査の実施要領と結果 
 第 1 節 インタビュー調査の実施要領と結果 
 7.1.1 インタビュー調査の実施要領 
インタビュー調査に関しては、金融機関（メガバンクグループ）A 社をケース企業とし
て取り上げて，平成 29 年 6 月～9 月にかけて複数支店長を束ねるエリア長（大規模拠点の
支店長）を中心に 20 名について実施した（図表 33）。 
本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ











図表 33 インタビュー調査の実施内容 
インタビュイー 職位 インタビュー日程 所要時間 方法 
A 氏 本部次長 
(元支店長) 
H29.6.17 60 分 面談 
B 氏 支店長 H29.6.22 60 分 面談 
C 氏 支店長 H29.6.29 70 分 面談 
D 氏 本部部長 
本部営業部長 
H29.7.6 60 分 面談 
E 氏 支店長 H29.7.14 70 分 面談 
F 氏 支店長 H29.7.20 50 分 面談 
G 氏 支店長 H29.7.21 50 分 面談 
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H 氏 支店長 H29.7.26 70 分 面談 
I 氏 支店長 H29.8.2 90 分 面談 
J 氏 支店長 H29.8.8 70 分 面談 
K 氏 支店長 H29.8.25 60 分 面談 
L 氏 大阪本部室長 
支店長指導役 
H29.8.25 60 分 面談 
M 氏 支店長 H29.8.25 60 分 面談 
N 氏 支店長 H29.8.29 70 分 面談 
O 氏 支店長 H29.8.29 60 分 面談 
P 氏 支店長 H29.8.30 60 分 面談 
Q 氏 支店長 H29.9.4 60 分 面談 
R 氏 支店長 H29.9.4 60 分 面談 
S 氏 支店長 H29.9.12 60 分 面談 
T 氏 支店長 H29.9.13 70 分 面談 
（出所）筆者作成 
 


















≪回答者 A 氏：本部次長（元支店長）≫ 
（Q1） BSC に基づく当社の業績評価の仕組みを支店内の構成メンバーに浸透させ
ることは業績評価の向上に繋がると考えている。特にマネジメント層だけでな



























≪回答者 C 氏：支店長≫ 




































































































































































≪回答者 J 氏：支店長≫ 





















≪回答者 K 氏：支店長≫ 

























































































































≪回答者 Q 氏：支店長≫ 
(Q1) 業績評価の仕組みを支店内に浸透させることは，業績評価の向上に繋がると





























≪回答者 R 氏：支店長≫ 
(Q1) 業績評価の仕組みを支店内に浸透させることで，支店の業績評価は向上する
と思う。但し，業績評価の仕組みを浸透させるだけではなく，部下に対しては


































































図表 35 インタビュー調査結果のまとめ 










A 氏 本部次長 〇 〇 〇 
B 氏 支店長 〇 〇 〇 
C 氏 支店長 〇 〇 ◎ 
D 氏 本部部長 〇 〇 〇 
E 氏 支店長 〇 〇 ◎ 
F 氏 支店長 〇 ◎ 〇 
G 氏 支店長 ◎ ◎ ◎ 
H 氏 支店長 〇 〇 〇 
I 氏 支店長 〇 ◎ ◎ 
J 氏 支店長 〇 〇 ◎ 
K 氏 支店長 ◎ 〇 ◎ 
L 氏 大阪本部室長 〇 〇 〇 
M 氏 支店長 △ 〇 〇 
N 氏 支店長 〇 〇 〇 
O 氏 支店長 △ △ 〇 
P 氏 支店長 〇 ◎ 〇 
Q 氏 支店長 〇 ◎ ◎ 
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R 氏 支店長 〇 〇 〇 
S 氏 支店長 〇 〇 〇 















第 3 に，BSC に基づく当社の業績評価制度は非常に複雑かつ多岐にわたっており，エリ
ア単位や支店単位，部門協働やグループ協働などの業績評価制度について良く理解してお
く必要がある。業績評価制度のルールを良く知らなければ勝負には勝てないと考えていた。 




点についても，主に以下の 3 点について述べられていた。 
第 1 に，BSC が意図している非財務指標と財務指標の因果関係が意識されずに，スコア
カードの配点が高い財務指標のみを達成する意識が強いこと。 





第 3 に，KPI の選定や業績評価の運用方法については，支店営業現場から拾い上げたア






識があった（図表 35）。主な取組みや工夫としては，以下の 6 点が挙げられる。 
























































































































































第 8 章 分析の概要と分析フレームワーク 
第 1 節 仮説の設定と分析フレームワーク 
本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ
ループ）をケース企業に取り上げて，BSC の有効性と水平的 IN が組織業績に及ぼす影響
について明らかにすることである。 
本論文の仮説の設定については，Simons（2005），妹尾・横田（2015），岡田（2011）




業である A 社の業績評価制度は，戦略的 MCS である BSC の戦略マップに基づいた財務











BSC に基づく業績評価の仕組みの浸透が，グループ会社との水平的 IN に正の影響を与
えていることを検証するために，支店レベルの BSC 浸透度の高さは，支店レベルの水平














仮説③： 支店レベルの BSC 浸透度の高さは，支店業績に正の影響を与えている。 







仮説④：個人レベルの BSC 浸透度の高さは，個人レベルの水平的 IN に正の影響を与えて
いる。 
 個人レベルで測定できる項目については，個人レベル間でどのような影響を与えるかに















































第 2 節 A 社従業員に対する質問票調査 
8.2.1  A 社従業員に対する質問票調査 
 本研究についての質問票調査の実施対象として，リテール部門の営業拠点の階層別（支
店長・副支店長，次長・課長，支店長代理，その他）に行うことを想定している。筆者の





 質問票作成については本研究の分析フレームワークに基づき，問 1 として説明変数であ












□5年未満 □5年～10年未満 □10年～15年未満 □15年～20年未満 □20年以上
□6ヶ月未満 □6ヶ月～1年未満 □1年～2年未満 □2年～3年未満 □3年以上
□支店長・副支店長 □次長・課長 □支店長代理 □その他
本部経験年数 □3年未満 □3年～5年未満 □5年以上
本部での担当業務 □企画・管理業務 □営業支援業務
□本部経験無し













 BSC 浸透度に関する質問については，図表 38「BSC の認知度（BSC を知っている）」，






A 社における BSC は，業績評価ツールや戦略マネジメントツールとして活用されてい
る。このため，A 社における BSC の浸透度を計測するには，業績評価ツール及び戦略的
マネジメントツールとしての浸透度の両面を測る質問が必要である。 
 以上を踏まえて，最も BSC の浸透度が低い状況として，図表 38（2‐1 から 2‐13）「BSC
の認知度（BSC を知っている）」を問う質問を 13 個設定した。業績評価ツールとしての浸
透度を計測するため，図表 37（2‐3，2‐4，2‐7 から 2‐13）KPI（評価指標）等に関
する質問を 9 個設定して，戦略マネジメントツールとしての浸透度を計測するため，図表
37（2‐1，2‐2，2‐5，2‐6）BSC 全体像に関する質問を 4 個設定した。 
 BSC の浸透度が高い状況として，図表 39（3‐1 から 3‐10）「BSC の理解度（BSC を
正確に理解している）」を問う質問を 10 個設定した。業績評価ツールとしての浸透度を計
測するため，図表 39（3‐3，3‐5 から 3‐10）KPI（評価指標）等に関する質問を 7 個
設定して，戦略マネジメントツールとしての浸透度を計測するため，図表 39（3‐1，3‐
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 水平的 IN に関する質問については，妹尾・横田（2015）の質問票項目を引用した（図
表 40）。これは Simons（2005）の IN と責任共有に関する第 5 章と第 6 章のなかで，水
平的インタラクションを誘発・支援するための管理会計システム，組織構造，ルールにつ
いて説明した記述に基づき，探索因子分析を実施後に尺度化したものである。 






































1 2 3 4 5
4‐5 主要組織単位の利益よりも,全社の利益を考えて行動することが評価される 1 2 3 4 5




1 2 3 4 5
4‐8 社内の他の組織単位や協働するグループ会社と仕事上の相互依存性が高い 1 2 3 4 5
4‐9 社長が主要組織単位長に求める個人目標の水準は極めて高い 1 2 3 4 5



































第 9 章 質問票調査結果の統計的分析 
 第 1 節 質問票調査の実施要領と集計結果 
 9.1.1 質問票調査の実施要領 





店を選定した。なお，調査対象の営業拠点 20 店の選定に際しては，営業拠点 3 年 6 期分
の業績評価（総合評価）の平均値をベースに，ランダムに選定している。 
平成 29 年 7 月から 10 月にかけて，各営業拠点の支店長宛に調査趣旨を説明のうえ協力
を要請した。質問票についてはEメールで送信をして，回答者の職位に偏りがないように，
各営業拠点の階層別（支店長・副支店長，次長・課長，支店長代理，その他）に質問票を
配布して，各営業拠点当たり 6 名以上に回答頂くように要請した。質問票の回収は平成 29
年 11 月初旬に終了，有効回答数は 167 名（有効回答率 100％）であった（図表 41）。 
 





営業拠点名 26年上期 26年下期 27年上期 27年下期 28年上期 28年下期 平均値
A 6 4 4 5 6 6 5.17
B 6 2 3 6 6 6 4.83
C 5 6 6 6 2 4 4.83
D 2 5 5 5 6 5 4.67
E 6 6 5 3 3 4 4.50
F 4 6 6 6 4 1 4.50
G 5 4 5 5 4 4 4.50
H 4 5 5 2 3 6 4.17
I 3 4 4 5 3 5 4.00
J 2 5 6 3 3 4 3.83
K 5 2 5 5 3 2 3.67
L 4 5 5 2 3 3 3.67
M 3 3 4 4 3 4 3.50
N 3 5 4 3 3 2 3.33
O 4 3 5 2 2 3 3.17
P 5 4 3 2 2 2 3.00
Q 2 4 4 2 2 4 3.00
R 3 3 5 4 2 1 3.00
S 4 3 1 2 5 2 2.83




 9.1.2 質問票調査の集計結果 
 質問票調査の回答について，集計結果等を以下の通り報告する。質問票調査を実施した
リテール部門の営業拠点 20 店の回答者の職位分布状況は以下の通りであった（図表 42）。
支店長・副支店長が 35 名（21%），次長・課長が 42 名（25%），支店長代理が 45 名（27%），


















人数 35 42 45 45 167
































差を，「BSC の認知度（BSC 知っている）」，「BSC の理解度（BSC を正確に理解している）」
を以下の通りに纏めている（図表 43，図表 44）。 








「BSC の認知度（BSC 知っている）」に関する質問項目は，問 2‐1 から問 2‐13 までの
13 問で構成されており，回答の平均値については，「BSC の理解度（BSC を正確に理解
している）」と比較すると全般的に高くなっている。なお，問 2‐1 から問 2－13 までの質
度数 平均値 標準偏差


































































「BSC の理解度（BSC を正確に理解している）」に関する質問項目は，問 3‐1 から問 3
‐10 までの 10 問で構成されており，回答の平均値については，「BSC の認知度（BSC 知
っている）」と比較すると全般的に低くなっている。なお，問 3‐1 から問 3‐10 までの質
























































「水平的インタラクティブ・ネットワーク」に関する質問項目は，問 4‐1 から問 4‐10
までの 10 問で構成されており，回答の平均値については全般的に高くなっている。なお，
問 4‐1 から問 4‐10 までの質問項目のクロンバックのαの値は 0.89，平均値は 3.92，標
準偏差は 0.64 であった（図表 45）。 
 




































4‐9 社長が主要組織単位長に求める個人目標の水準は極めて高い 167 3.89 0.83
4‐10 主要組織単位の長は本社から配賦される費用に強い関心をもつ 167 3.78 0.84
0.89 3.92 0.64クロンバックのα・平均値・標準偏差
平均値 標準偏差 1 2 3
1 BSC認知度 3.86 1.08 1
2 BSC理解度 3.51 1.11 .90 1




























45 支店長代理 3.79 3.42 3.86






















































人数 経験 BSC認知度 BSC理解度 水平的IN
65 本部経験有 4.23 3.78 4.04
102 本部経験無 3.63 3.33 3.85
18 出向経験有 4.38 3.91 3.91



































価）の対象期間については，平成 26 年 4 月～9 月（26 年上期），平成 26 年 10 月～平成
27 年 3 月（26 年下期），平成 27 年 4 月～9 月（27 年上期），平成 27 年 10 月～平成 28
年 3 月（27 年下期），平成 28 年 4 月～9 月（28 年上期），平成 28 年 10 月~平成 29 年 3
月（28 年下期）の 3 年 6 期分の平均値を採用している。 
A 社における営業拠点の業績評価（総合評価）は，6 ヶ月を 1 期とした業績評価（総合
評価）によって評価されている。営業拠点の業績評価（総合評価）は営業拠点間の相対評
価をベースにして 1 から 6 段階まで分かれており（図表 50），位置付けとしては 6 から 5
段階までを入賞として表彰している。また，総合評価の 4 段階を 3 期連続で上げた場合は
特別ルールとして，安定した営業拠点経営を評価して，入賞扱いとする制度がある。総合
評価の 6 から 1 段階までの割合は，上位 10%を 6 段階として評価しており，以下 1 段階ラ
ンクダウンするにつれて 20%の割合で評価されている。最後の下位 10%は 1 段階として評
価される。各営業拠点は業績評価（総合評価）で入賞（6 から 5 段階）することを目標と
して，6 ヶ月を 1 期とした営業活動を行っている。 
 
図表 49 業績評価の高さの定義 




































第 2 節 質問票調査結果の統計的分析 
9.2.1 因子分析の結果 
 BSC 浸透度を問う BSC 認知度及び BSC 理解度に関する質問への回答結果に対して，主
因子法による探索的因子分析を実施した。しかし，A 社特有の質問項目（店舗コンセプト
毎のスコアカードなど）である問 2‐6 から問 2‐9 までについては，どの因子にも明確な
傾向を示さなかった。これらの質問項目を除いて探索的因子分析を行った（図表 51）。 
因子分析の結果からは，認知度，理解度という 2 次元ではなく，BSC の全体的認知，
KPI の認知，BSC の全体的理解，KPI の理解の 4次元が適切であると解釈した。 
 
図表 51 BSC 浸透度の因子分析の結果 
 
（出所）筆者作成 







2‐1 BSCという言葉を知っている 0.96 0.91
























































4.57 3.88 3.82 4.45
0.24 0.20 0.20 0.23
0.24 0.44 0.64 0.87

















度数 最小 最大 平均値 標準偏差 SKEW KURT λ t-Value λs
2‐1 BSCという言葉を知っている 167 1 5 4.02 1.23 -1.29 0.78 0.10 6.53 0.07
2‐2 当社がBSCを導入していることを知っている 167 1 5 3.95 1.26 -1.13 0.28 0.07 5.17 0.04
2‐3 支店の業績評価がBSCに基づいて行われて
いることを知っている
167 1 5 3.92 1.28 -1.11 0.17 0.16 7.49 0.10
2‐4 「業績評価の手引き」の中にBSCに関する
記述があることを知っている
167 1 5 3.89 1.28 -1.05 0.06 0.27 8.27 0.16
2‐5 BSCが戦略マップとスコアカードから
構成されていることを知っている
167 1 5 3.72 1.31 -0.82 -0.42 0.41 8.61 0.24
2‐10スコアカード「財務系項目」のKPI（評価指標）の中で最も
点数配分が高いKPI(評価指標）が何かを知っている
167 1 5 3.77 1.38 -0.84 -0.58 0.24 6.77 0.13
2‐11スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）の
内容を知っている
167 1 5 3.77 1.26 -0.84 -0.27 0.28 7.59 0.18
2‐12スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）の中で最
も点数配分の高いKPI（評価指標）が何かを知っている
167 1 5 3.57 1.37 -0.70 -0.72 0.20 6.33 0.11
2‐13今年度（29年度）の全KPI（評価指標）の中で最も点数配分
の高いKPI（評価指標）を知っている
167 1 5 3.66 1.38 -0.76 -0.67 0.21 6.35 0.11
3‐1 当社のBSCの概要を正確に理解している 167 1 5 3.31 1.18 -0.40 -0.66 0.11 6.01 0.08
3‐2 当社がBSCを導入している目的を正確に
理解している
167 1 5 3.33 1.18 -0.35 -0.64 0.13 6.48 0.09
3‐3 「業績評価の手引き」の中のBSCに関する記述を正確
に理解している
167 1 5 3.40 1.21 -0.46 -0.56 0.12 6.17 0.08
3‐4 今年度（29年度）のリテール部門戦略マップの内容を
正確に理解している
167 1 5 3.55 1.19 -0.70 -0.24 0.31 8.25 0.22
3‐5 スコアカード「財務系項目」のKPI（評価指標）を正
確に理解している





167 1 5 3.68 1.21 -0.67 -0.48 0.15 6.79 0.10
3‐7 スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）を
正確に理解している










167 1 5 3.60 1.28 -0.61 -0.65 0.20 7.23 0.12
3‐10「財務系項目」のKPI（評価指標）達成には「非財務系項
目」のKPI（評価指標）達成が重要であると理解している





167 1 5 4.00 0.96 -0.76 0.16 0.49 8.37 0.56
4‐2 主要組織単位内で成功した部門やマネジャー・従業員
には,公平に成果の配分がなされる
167 1 5 3.92 0.87 -0.50 -0.16 0.43 8.47 0.60
4‐3 社内の他の組織単位や協働するグループ会社へのマネ
ジャーや従業員の人事異動を積極的に進めている
167 1 5 3.65 1.02 -0.40 -0.21 0.28 6.70 0.29
4‐4 全社プロジェクトには,主要組織単位内のマネジャー
や従業員を積極的に参加させている
167 1 5 3.82 0.98 -0.66 0.22 0.28 6.91 0.31
4‐5 主要組織単位の利益よりも,全社の利益を考えて行動
することが評価される
167 1 5 3.75 1.02 -0.51 -0.18 0.37 7.52 0.38
4‐6 社長が主要組織単位に求める組織目標の水準は極めて
高い
167 1 5 4.06 0.82 -0.50 -0.12 0.48 8.78 0.74
4‐8 社内の他の組織単位や協働するグループ会社と仕事上
の相互依存性が高い
167 1 5 3.92 0.90 -0.39 -0.51 0.49 8.59 0.64
4‐10主要組織単位の長は本社から配賦される費用に強い関
心をもつ










支店業績（20 支店）グループ毎に，水平的 IN ，BSC の全体的認知， KPI の認知，BSC
の全体的理解，KPI の理解の平均値を算出する。なお，BSC の全体的認知，KPI の認知，








AIC 変数選択（Step 関数）を使って，水平的 IN に対する，BSC の全体的認知， KPI
の認知，BSC の全体的理解，KPI の理解の関係について有効な変数の選択を実施する。そ
の結果，BSC の全体的理解のみが有効性があり，BSC 全体的認知，KPI の認知，KPI 理
解は脱落した。水平的 IN に対して BSC の全体的理解は，正の関係を有していることが示
されおり，統計的に 1%水準で有意な関係が見出せている（図表 55）。 
 
図表 55 変数選択① 
 
（出所）筆者作成 
度数 最小 最大 平均値 標準偏差
支店業績 20 2.83 5.17 3.85 0.76
水平的IN 20 3.39 4.77 3.92 0.45
BSCの全体的認知（コントロール変数の要因を考慮した残差分析） 20 -1.63 0.77 0.00 0.64
KPIの認知（コントロール変数の要因を考慮した残差分析） 20 -1.83 1.09 -0.02 0.78
BSCの全体的理解（コントロール変数の要因を考慮した残差分析） 20 -1.40 0.96 0.00 0.69
KPIの理解（コントロール変数の要因を考慮した残差分析） 20 -1.75 0.91 -0.01 0.78
係数 z-value







AIC 変数選択（Step 関数）を使って，支店業績に対する BSC の全体的認知， KPI の
認知，BSC の全体的理解，KPI の理解，水平的 IN の関係について有効な変数の選択を実
施する。その結果，BSC の全体的理解のみが有効性があり，BSC 全体的認知，KPI の認








 以上のように，サンプルサイズは 20 支店と小さいが，有効な変数の選択について，AIC





















9.2.4 支店レベル（20 支店）での分析 
変数選択の予備的分析では BSC の全体的理解は有効であった。支店レベル（20 支店）
毎に，BSC の全体的理解，水平的 IN の平均値を算出する。なお，BSC の全体的理解につ
いては，コントロール変数（勤続 5 年未満ダミー，支店長・副支店長ダミー，次長・課長
ダミー，支店長代理ダミー）の要因を考慮した残差分析を使用する。 
ここでは支店レベル（20 支店）で，BSC の全体的理解，水平的 IN，支店業績との関係
性について，視覚的に散布状況を示したい（図表 57，58，59）。 
 




 支店レベル（20 支店）でのサンプル数ではあるが，支店レベルの BSC の全体的理解と
水平的 IN の関係性については，BSC の全体的理解が高くなるほど，水平的 IN も高くな
る傾向があるように見られた（図表 57）。 
 


































































































図表 61 質問票項目の統計データ 
 
（出所）筆者作成 
λ Z-Value λs λ Z-Value λs
2‐1 BSCという言葉を知っている 167 1 5 4.02 1.23 0.11 6.16 0.09 3.49 13.85 6.74 0.19
2‐2 当社がBSCを導入していることを知っている 167 1 5 3.95 1.26 0.07 5.15 0.06 3.41 12.95 5.71 0.25
2‐3 支店の業績評価がBSCに基づいて行われて
いることを知っている
167 1 5 3.92 1.28 0.15 7.18 0.12 3.38 12.93 5.95 0.25
2‐4 「業績評価の手引き」の中にBSCに関する
記述があることを知っている
167 1 5 3.89 1.28 0.25 7.91 0.20 3.38 13.30 5.78 0.23
2‐5 BSCが戦略マップとスコアカードから
構成されていることを知っている
167 1 5 3.72 1.31 0.39 8.08 0.27 3.21 13.00 6.23 0.19
2‐10スコアカード「財務系項目」のKPI（評価指標）の中で最も
点数配分が高いKPI(評価指標）が何かを知っている
167 1 5 3.77 1.38 0.25 6.66 0.17 3.24 14.41 4.42 0.30
2‐11スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）の
内容を知っている
167 1 5 3.77 1.26 0.24 6.80 0.18 3.26 17.45 6.39 0.20
2‐12スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）の中で最
も点数配分の高いKPI（評価指標）が何かを知っている
167 1 5 3.57 1.37 0.19 5.98 0.12 3.00 14.27 5.06 0.24
2‐13今年度（29年度）の全KPI（評価指標）の中で最も点数配分
の高いKPI（評価指標）を知っている
167 1 5 3.66 1.38 0.24 6.57 0.16 3.12 14.16 4.49 0.28
3‐1 当社のBSCの概要を正確に理解している 167 1 5 3.31 1.18 0.13 6.60 0.12 2.85 16.07 4.77 0.30
3‐2 当社がBSCを導入している目的を正確に
理解している
167 1 5 3.33 1.18 0.14 6.53 0.12 2.86 16.36 5.01 0.29
3‐3 「業績評価の手引き」の中のBSCに関する記述を正確
に理解している
167 1 5 3.40 1.21 0.11 5.94 0.10 2.90 16.20 4.96 0.26
3‐4 今年度（29年度）のリテール部門戦略マップの内容を
正確に理解している
167 1 5 3.55 1.19 0.28 8.12 0.26 3.13 17.40 4.96 0.30
3‐5 スコアカード「財務系項目」のKPI（評価指標）を正
確に理解している





167 1 5 3.68 1.21 0.16 6.69 0.15 3.25 13.95 4.72 0.34
3‐7 スコアカード「非財務系項目」のKPI（評価指標）を
正確に理解している










167 1 5 3.60 1.28 0.22 7.48 0.19 3.15 13.02 4.40 0.34
3‐10「財務系項目」のKPI（評価指標）達成には「非財務系項
目」のKPI（評価指標）達成が重要であると理解している





167 1 5 4.00 0.96 0.45 7.72 0.60 3.77 28.25 9.10 0.25
4‐2 主要組織単位内で成功した部門やマネジャー・従業員
には,公平に成果の配分がなされる
167 1 5 3.92 0.87 0.41 8.36 0.70 3.75 31.03 9.01 0.26
4‐3 社内の他の組織単位や協働するグループ会社へのマネ
ジャーや従業員の人事異動を積極的に進めている
167 1 5 3.65 1.02 0.33 6.95 0.48 3.40 20.56 5.54 0.36
4‐4 全社プロジェクトには,主要組織単位内のマネジャー
や従業員を積極的に参加させている
167 1 5 3.82 0.98 0.30 6.68 0.46 3.57 23.06 6.45 0.35
4‐5 主要組織単位の利益よりも,全社の利益を考えて行動
することが評価される
167 1 5 3.75 1.02 0.38 7.39 0.51 3.50 22.35 6.41 0.31
4‐6 社長が主要組織単位に求める組織目標の水準は極めて
高い
167 1 5 4.06 0.82 0.46 8.64 0.81 3.92 38.24 12.26 0.18
4‐8 社内の他の組織単位や協働するグループ会社と仕事上
の相互依存性が高い
167 1 5 3.92 0.90 0.48 8.33 0.69 3.73 33.10 11.19 0.15
4‐10主要組織単位の長は本社から配賦される費用に強い関
心をもつ

















支店レベルの BSC の全体的理解と水平的 IN を測定することで，支店業績にどのような
影響を与えるかについて，仮説①，仮説②，仮説③，に基づいて考察をする。個人レベル

















H1 支店レベルの BSC の全体的理解の高さは，支店レベルの水平的 IN に正の影響を
与えている。 
H2 支店レベルの水平的 IN の高さは，支店業績に正の影響を与えている。 




説②を検証するにあたっては，支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）
を被説明変数，支店レベルの水平的 IN を説明変数として，マルチレベル構造方程式モデ
リングを実施する。仮説③を検証するにあたっては，支店業績（営業拠点 20 店の業績評





















第 2 節 仮説①から仮説④までの検証 
仮説① 
支店レベルの水平的 IN を被説明変数，支店レベルの BSC の全体的理解を説明変数とし
て，マルチレベル構造方程式モデリングを実施した。分析結果については，支店レベルの
BSC の全体的理解の高さが，支店レベルの水平的 IN に対して正の影響を与えていること
が示されおり，統計的にも 1%水準で有意な関係が見出せている（図表 63，64）。 
これらの結果から解釈すると，仮説①は支持される結果となった。支店レベルの BSC
の全体的理解の高さが，支店レベルの水平的 IN に対して正の関係を有していることが明
らかとなった。要約をすると，A 社は BSC に基づいた業績評価を導入しており，支店レ




支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）を被説明変数，支店レベル
の水平的 IN を説明変数として，マルチレベル構造方程式モデリングを実施した。分析結
果については，支店レベルの水平的 IN の高さが，支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3
年 6 期分の平均値）に対して正の影響を与えていることが示されており，統計的に 0.1%
水準で有意な関係が見出せている（図表 63，64）。 
これらの結果から解釈すると，仮説②は支持される結果となった。支店レベルの水平的
IN の高さが，支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）に対して正の関
係を有していることが明らかとなった。要約をすると，グループベースでの営業活動を意




支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）を被説明変数，支店レベル
の BSC の全体的理解を説明変数として，マルチレベル構造方程式モデリングを実施した。
分析結果については，支店レベルの BSC の全体的理解の高さが， 支店業績（営業拠点 20
店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）に対して正の影響を与えていることが示されており，
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統計的に 0.1%水準で有意な関係が見出せている（図表 63，64）。 
これらの結果から解釈すると，仮説③は支持される結果となった。支店レベルの BSC
の全体的理解の高さが，支店業績（営業拠点 20 店の業績評価 3 年 6 期分の平均値）に対
して正の関係を有していることが明らかとなった。要約をすると，A 社は BSC に基づい
た業績評価を導入しており，支店レベルの BSC の全体的構造の理解が高いほど，効果の




個人レベルの水平的 IN を被説明変数，個人レベルの BSC の全体的理解を説明変数とし
て，マルチレベル構造方程式モデリングを実施した。分析結果については，個人レベルの
BSC の全体的理解の高さが，個人レベルの水平的 IN に対して正の影響を与えていること
が示されおり，統計的にも 1%水準で有意な関係が見出せている（図表 63，64）。 
これらの結果から解釈すると，仮説④は支持される結果となった。個人レベルの BSC
の全体的理解の高さが，個人レベルの水平的 IN に対して正の関係を有していることが明
らかとなった。要約をすると，A 社は BSC に基づいた業績評価を導入しており，個人レ
































H1 BSCの全体的理解 ⇒ 水平的IN 0.55 0.17 3.20 0.001 **
H2 水平的IN ⇒ 支店業績 1.86 0.44 4.20 0.000 ***
H3 BSCの全体的理解 ⇒ 支店業績 1.02 0.21 4.95 0.000 ***
Within（個人レベル）
H4 BSCの全体的理解 ⇒ 水平的IN 0.14 0.05 2.82 0.005 **
P値
df=165, pvalue=0.004(P<0.01), RMSEA=0.044,  CFI=0.955, NNFI=0.946
(注）***:p<0.001  **:p<0.01  *:p<0.05 ・:p<0.1
Between（支店レベル）















第 3 節 結果の解釈とディスカッション 











第 3 に，BSC に基づく当社の業績評価制度は非常に複雑かつ多岐にわたっており，エリ
ア単位や支店単位，部門協働やグループ協働などの業績評価制度について良く理解してお
く必要がある。業績評価制度のルールを良く知らなければ勝負には勝てないと考えていた。 
























































次に，支店業績（20 支店）グループ毎に，水平的 IN ，BSC の全体的認知， KPI の認
知，BSC の全体的理解，KPI の理解の平均値を算出した。なお，BSC の全体的認知，KPI
の認知，BSC の全体的理解，KPI の理解については，コントロール変数（勤続 5 年未満ダ
ミー，支店長・副支店長ダミー，次長・課長ダミー，支店長代理ダミー）の要因を考慮し
た残差分析を使用した。そのうえで変数選択のための予備的分析を行った。 
AIC 変数選択（Step 関数）を使って，水平的 IN に対する，BSC の全体的認知， KPI
の認知，BSC の全体的理解，KPI の理解の関係について有効な変数の選択を実施した。そ
の結果，BSC の全体的理解のみが有効性があり，BSC 全体的認知，KPI の認知，KPI 理
解は脱落した。水平的 IN に対して BSC の全体的理解は，正の関係を有していることが示
されおり，統計的に 1%水準で有意な関係が見出せた。 
AIC 変数選択（Step 関数）を使って，支店業績に対する BSC の全体的認知， KPI の
認知，BSC の全体的理解，KPI の理解，水平的 IN の関係について有効な変数の選択を実
施する。その結果，BSC の全体的理解のみが有効性があり，BSC 全体的認知，KPI の認
知，KPI 理解，水平的 IN は脱落した。支店業績に対して BSC の全体的理解は，正の関係
を有していることが示されおり，統計的に 0.1%水準で有意な関係が見出せた。 
続いて，支店レベル（20 支店）で，BSC の全体的理解，水平的 IN，支店業績との関係
性について，視覚的に散布状況を示した。支店レベル（20 支店）でのサンプルサイズでは
あるが，支店レベルの BSC の全体的理解と水平的 IN の関係性については，BSC の全体
的理解が高くなるほど，水平的 IN も高くなる傾向があるように見られた。支店レベルの















 結論は以下のようなものである。支店レベルの BSC の全体的構造の理解の高さが，支





人レベルにおいても BSC の全体的理解を高めることが，個人レベルの水平的 IN に正の影
響を与えているというインプリケーションを得ることが出来た（図表 63，64）。 






的ギャップの状況で，水平的 IN を構築して，支店業績を向上していかなければならない。 
このような状況下において，BSC に基づく支店業績を向上させるためには，個別の KPI
の認知や KPI の理解を進めることよりも，支店レベルの BSC の全体的構造の理解を高め
ることが有効である。このことがグループベースの協働を進める支店レベルの水平的 IN
に正の影響を与えて，その結果として支店業績を向上させるのである。また，個人レベル





第 11 章 本論文の要約と結論 
第1節 本論文の要約 
本論文の研究課題は，戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ













第 3 章では，非財務指標を活用した業績管理（BSC 中心）の先行研究レビューを実施し






















第 9 章では，質問票調査結果の統計的分析を実施した。A 社リテール部門所属の大規模
拠点である営業拠点 20 店を対象に，質問票調査を実施した。質問票回収は 167 名であっ
た。BSC 浸透度については，因子分析の結果から，認知度，理解度という 2次元ではなく，
BSC の全体的認知， KPI の認知，BSC の全体的理解，KPI の理解の 4次元を採用してい
る。そのうえで，変数選択のための予備的分析を行った。変数選択のための予備的分析の
結果，BSC の全体的理解は有効であった。これによって仮説設定における変数選択は，
BSC の全体的理解を選択した。続いて，支店レベル（20 支店）で，BSC の全体的理解，
水平的 IN，支店業績との関係性について，視覚的に散布状況を示した。 
第 10 章では，仮説の検証及び結果の解釈とディスカッションを実施した。支店レベル








平均値による BSC の全体的理解，水平的 IN，支店業績との関係性の散布図分析，マルチ
レベル構造方程式モデリングの分析結果，これらの分析結果を総合的にみて結果の解釈を
行った。 








的ギャップの状況で，水平的 IN を構築して，支店業績を向上していかなければならない。 
このような状況下において，BSC に基づく支店業績を向上させるためには，個別の KPI
の認知や KPI の理解を進めることよりも，支店レベルの BSC の全体的構造の理解を高め
ることが有効である。このことがグループベースの協働を進める支店レベルの水平的 IN
に正の影響を与えて，その結果として支店業績を向上させるのである。また，個人レベル


























支店レベル（20 支店）で，BSC の全体的理解，水平的 IN，支店業績との関係性につい
て，視覚的に散布状況を示した。支店レベル（20 支店）でのサンプルサイズではあるが，
支店レベルの BSC の全体的理解と水平的 IN の関係性については，BSC の全体的理解が







また，個人レベルにおいても BSC の全体的理解を高めることが，個人レベルの水平的 IN
に正の影響を与えているというインプリケーションを得ることが出来た（図表 63，64）。 






的ギャップの状況で，水平的 IN を構築して，支店業績を向上していかなければならない。 
このような状況下において，BSC に基づく支店業績を向上させるためには，個別の KPI
の認知や KPI の理解を進めることよりも，支店レベルの BSC の全体的構造の理解を高め
ることが有効である。このことがグループベースの協働を進める支店レベルの水平的 IN
に正の影響を与えて，その結果として支店業績を向上させるのである。また，個人レベル









 本論文における研究の新規性は，第 1 に，BSC の有効性と水平的 IN の関係に着目した
ことである。第２に，BSC 浸透度を，BSC の全体的認知，KPI の認知，BSC の全体的理
解，KPI の理解の 4次元に分けて研究調査を実施したことである。第 3に，BSC の全体的



























境激化により，ABC や BSC の活用によるコスト管理や業績管理が重要になったと指摘し
ている。本論文では，金融業界を研究対象セクターに絞り，金融機関をとりまく経営環境
や規制，金融機関の管理会計システムの実態等を捉えながら，金融機関（メガバンググル









ケース企業の A 社は戦略的 MCS である BSC を導入している金融機関（メガバンクグ
ループ）であり，「日本版金融ビッグバン」並びに「金融コングロマリット化」の影響を受
けて，起業家的ギャップが存在する状況にある。このような状況下において，BSC に基づ




ある BSC と，水平的 IN が，どのように業績に影響を与えるのかを明らかにしたことは，
実務的に重要な貢献であると考えている。 
 
第 5 節 本論文の限界 
本論文の限界としては，リサーチサイトとして金融機関（メガバンクグループ）A 社 1
グループでの調査分析であったことが挙げられる。本論文の結論としては，起業家的ギャ
ップが存在する状況において，個別の KPI の認知や KPI の理解ではなく，BSC の全体的
構造の理解こそが重要で，水平的 IN の拡張に影響を与えていた。その結果として，水平
的 IN は業績に正の影響を強く与えていたとのインプリケーションを得ることが出来た。






































































Anthony, R.N (1965) “Planning and Control Systems : A Framework for Analysis. ”
Boston:Division of Research,Graduate School of Business Administration,Harvard 
University.（高橋吉之助訳『経営管理システムの基礎』ダイヤモンド社，1968 年）。 
Anthony, R.N., and V. Govindarajan. （2007）“Management Control Systems,12th ed. ”
Irwin,McGraw-Hill. 
Banker, R. D., G. Potter, and D. Srinivasan. （2000）“An empirical investigation of an 
incentive plan based on non-financial performance measures. ”The Accounting 
Review, Vol. 75, No.1, pp. 65-92. 
Banker, R. D., H. Chang, and M. J. Pizzini. （2004）“The balanced Scorecard: 
Judgmental effects of performance measures linked to strategy. ”The Accounting 
Review, Vol. 79, No.1, pp. 1-23. 
Bisbe, J., and D. Otley. （2004）“The effects of the interactive Use of Management 
Control Systems on Product innovation.”Accounting Organizations and Society, Vol. 
29, No. 8, pp. 709-737. 
Chapman, C. S.（2005） “Controlling Strategy Management Accounting and 
Performance Measurement. ”Oxford University Press（澤邉紀生，堀井悟志 監訳
『戦略をコントロールする‐管理会計の可能性』中央経済社，2008 年）。 
Chenhall, R.H.（2007）“Theorizing contingencies in management control systems 
research. In C. S. Chapman, A. G. Hopwood, and M. D. Shields（Eds.）. ” Handbook 
of Management Accounting Research. Vol.1, pp. 163-205. Oxford:Elsevier. 
Chenhall, R.H., and F. Moers. （2015）“The role of innovation in the evolution of 
management and its integration into management control. ” Accounting 
Organizations and Society. Vol.47, pp. 1-13. 
Davis, S., and T. Albright. （2004） “An investigation of the Effect of Balanced 
Scorecard Implementation of Financial Performance.” Management Accounting 
Research, Vol.15, No.2, pp. 135-153. 
Dekker, H.C. J.Sakaguchi, and T.Kawai（2013）“Beyond the contract: Managing risk in 
 139 
 
supply chain relations. ” Management Accounting Research, Vol.24, No.2, pp. 
122-139. 
Hansen, A., and J. Mouritsen.  (2005) “Strategies and Organizational Problems: 
Constructing Corporate Value and Coherence in Balanced Scorecard Processes.” 
, In: Chapman, C. S.（2005） “Controlling Strategy Management Accounting and 
Performance Measurement.” Oxford University Press（澤邉紀生，堀井悟志 監訳
『戦略をコントロールする‐管理会計の可能性』中央経済社，2008 年）。 
Henri, J.F.（2006）“Management control systems and strategy : a resource-based 
perspective.”Accounting Organizations and Society. Vol.31, No.6, pp. 529-558. 
Humphreys, K.A. and Trotman, K.T.（2011）“The Balanced Scorecard : The Effect of 
Strategy Information on Performance Evaluation Judgments.” Journal of  
Management Accounting Research, Vol.23, pp. 88-98. 
Ian, C., C. Helliar, and J,Innes.（1995）“Management accounting change in a bank.” 
Management Accounting Research, Vol.6, pp. 155-175. 
Ittner, C. D., and D.F. Larcker.（1998）“Innovations in Performance 
measurement:Trends and Research Implications.” Journal of Management 
Accounting Research, Vol.10, pp. 205-238. 
Ittner, C. D., D.F. Larcker, and W. M. Marshall. （2003）“Subjectivity and the 
Weighting of Performance Measures : Evidence from a Balanced Scorecard.” The 
Accounting Review, Vol.78, No.3, pp. 725-758. 
Ittner, C. D., and D. F. Larcker. （2005）“Moving From Strategic Measurement to 
Strategic Data Analysis.” In : Chapman, C. S.（2005）“Controlling Strategy 
Management Accounting and Performance Measurement. ”Oxford University Press
（澤邉紀生，堀井悟志 監訳『戦略をコントロールする‐管理会計の可能性』中央経済
社，2008 年）。 
Ittner, C. D., and D. F. Larcker. （2008）“Extending the Boundaries: Nonfinancial 
Performance Measure.”Chapman, C. S., A.G.Hopwood, and M.D.Shields ed., 
Handbooks of Management Accounting Research, Vol.3, pp.1235-1251. 
Johnson, H. T., and R. S. Kaplan. （1987）“Relevance Lost : The Rise and Fall of 





Johnson, H. T.（1992）“Relevance Regain: From Top-down Control to Bottom-up 
Empowerment. ” New York: The Free Press. （辻厚生・河田信 訳『米国製造業の復
活：トップダウンコントロールからボトムアップエンパワメントへ』中央経済社，1994
年）。 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. （1996）“The Balanced Scorecard.”Harvard Business 
School Press （吉川武男 訳『バランス・スコアカード~新しい経営指標による企業変
革~』生産性出版，1997 年）。 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. （2001）“The Strategy-Focused Organization. ” 
Harvard Business School Press （櫻井通晴 監訳『キャプランとノートンの戦略バラ
ンスド・スコアカード』東洋経済新報社，2001 年）。 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. （2004）“Strategy Maps. ”Harvard Business School 
Press （櫻井通晴，伊藤和憲，長谷川惠一 監訳『戦略マップ』ランダムハウス講談社，
2005 年）。 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. （2006）“Alignment. ”Harvard Business School 
Publishing Corporation （櫻井通晴，伊藤和憲 監訳『BSC によるシナジー戦略‐組
織の新アラインメントに向けて』ランダムハウス講談社，2007 年）。 
Kaplan, R. S., and D. P. Norton. （2008）“The Execution Premium: Linking  
Strategy to Operations for Competitive Advantage.”Harvard Business School  
Publishing Corporation（櫻井通晴，伊藤和憲 監訳『バランスト・スコアカードに 
よる戦略実行のプレミアム』東洋経済新報社，2009 年）。 
Libby, T., Salterio, S. E. and Webb, A.（2004） “The Balanced Scorecard: The Effect of 
Assurance and Process Accountability on Managerial Judgment.” The Accounting 
Review, Vol.79, No.4, pp. 1075-1094. 
Lipe, M., and S.E. Salterio. （2000）“The balanced Scorecard: Judgmental effects of 
common and unique performance measures. ”The Accounting Review, Vol.74, No.3, 
pp.283-298. 
Lynn Foster-Johnson and Jeffrey D. Kromrey（2018）“Predicting group-level outcome 




Malina, M. A., and F. H. Selto.（2001）“Communicating and Controlling Strategy:An 
Empirical Study of the Effectiveness of the Balanced Scorecard.” Journal of 
Management Accounting Research, Vol.13, pp.48-90. 
Malina, M. A.,H.Norreklit and F. H. Selto.（2007）“Relations among Measures,Climate 
of Control,and Performance Measurement Models. ” Contemporary Accounting 
Research, Vol.24, No.3,pp.935-982. 
Malmi, T., and D. A. Brown. （2008）“Management Control Systems as a Package : 
Opportunities, Challenges and Research Directions. ”Management Accounting 
Research, Vol.19, pp.287-300. 
Marginson,D,E,W.（2002）“Management Control Systems and their Effects on Strategy 
Formation at Middle Management Levels:Evidence From a U.K. Organization. ”
Strategic Management Journal, Vol.23.pp.1019-1031. 
Merchant, K. A.（1985） “Organizational Controls and Discretionary Program Decision 
Making: A Field Study.” Accounting Organizations and Society. Vol.10, pp.67-85. 
Mintzberg, H.（1978） “Patterns in Strategy Formation.” Management Science, Vol.24, 
pp.934-948. 
Simons, R.（1994） “How New Top Managers Use Control Systems as Levers of 
Strategic Renewal. ”Strategic Management Journal, Vol.15, pp169-180. 
Simons, R.（1995） “Levers of Control: How Managers Use Innovative Control Systems 
to Drive Strategic Renewal. ”Harvard Business School Press . 
Simons, R.（2000） “Performance Measurement & Control Systems for Implementing 
Strategy. ”（伊藤邦雄 監訳『戦略評価の経営学』ダイヤモンド社，2003 年）。 
Simons, R.（2005） “Levers of Organization Design: How Managers Use Accountability 
Systems for Greater Performance and Commitment.” Boston: Harvard Business 
School Press . （谷武幸・窪田祐一・松尾貴巳・近藤隆史訳『戦略実現の組織デザイン』
中央経済社，2008 年）。 
Simons, R. (2010) “Accountability and Control as Catalysts for Strategic Exploration 
and Exploitation: Field Study Results. ”Harvard Business School Working Paper 
Series No.10-051, Harvard Business School. 
 142 
 
Simons, R. (2013） “The Entrepreneurial Gap : How Managers Adjust Span of 
Accountability and Span of Control to Implement Business Strategy.”Harvard 
Business School Working Paper Series No.13-100, Harvard Business School. 
Soin, K., and T. Scheytt. （2009）“Management Accounting in Financial Services.”
Chapman, C. S., A.G.Hopwood, and M.D.Shields ed., Handbooks of Management 
Accounting Research, .Vol.3, pp.1385-1395. 
Tayler, W.B. （2010）“The balanced Scorecard as a Strategy-Evaluation Tool:Effects of 
Implementation Involvement and a Causal-Chain Focus. ”The Accounting Review, 
Vol.85, pp.1095-1117. 
Tessier, S., and D. Otley. （2012）“A Conceptual Development of Simons’ Levers of 
Control Framework. ”Management Accounting Research, Vol.23, pp.171-185. 
Tiwana, A., B. Konsynski, and A. A. Bush. （2010）“Research Commentary Platform 
Evolution : Co-evolution of Platform Architecture, Governance, and Environmental 
Dynamics. ”Information Systems Research, Vol.21, No.4, pp.675-687. 
Widener, Sally., K.（2007）“An Empirical Analysis of the Levers of Control Framework.” 





79 頁‐87 頁。 
伊藤和憲（2007b）「戦略マップと BSC 導入の促進要因と阻害要因」『専修商学論集』第











経営学研究科第 2 論文）。 
庵谷治男（2014）「フロントラインにおける管理会計利用がインターラクティブ・ネット
ワークに与える影響‐制度論的パースペクティブに基づくケース・スタディ‐」『メルコ
管理会計研究』第 7 巻，第 1 号，53 頁‐70 頁。 
乙政佐吉（2003）「わが国企業における業績評価指標の利用方法に関する研究‐バランス・
スコアカードとの比較において‐」『六甲台論集‐経営学編‐』第 49 巻，第 4 号，29
頁‐54 頁。 
乙政佐吉（2005）「バランス・スコアカード導入・実践による成果の検証に関する考察」『商
学討究（小樽商科大学）』第 56 巻，第 2・3 合併号，213 頁‐239 頁。 
乙政佐吉・梶原武久（2009）「バランス・スコアカード実践の決定要因に関する研究」『原





















的含意‐」『ビジネスインサイト』第 87 号，8 頁‐12 頁。 
金紅花（2012）「非財務指標を活用した業績管理に関する実証研究のレビュー‐BSC を中
心として‐」『現代社会文化研究』第 54 巻，139 頁‐155 頁。 
窪田祐一（2010）「経営戦略と業績管理」（第 5 章：第 3 節～第 5 節）谷武幸・小林啓孝・




学会誌管理会計学』第 17 巻，第 2 号，65 頁‐78 頁。 
古賀健太郎・谷守正行（2010）「日本の金融業における管理会計と競争力」『一橋ビジネス
レビュー』2010 年 AUT，第 58 巻，2 号，90 頁‐105 頁。 
佐久間智広・劉美玲・三矢裕（2013）「マネジメント・コントロール・パッケージのサー
ベイ研究における現状と課題：Levers of Control フレームワークに関する文献研究」『国













理会計』中央経済社，3 頁‐30 頁。 





考察」『原価計算研究』第 29 巻，第 2 号，77 頁‐86 頁。 
谷守正行（2005b）『BSC による銀行経営革命』金融財政事情研究会。 
谷守正行（2007a）『銀行管理会計』専修大学出版局。 









巻，第 5 号，60 頁‐65 頁。 
南雲岳彦（2006）「戦略管理とエンタープライズ・リスク管理の統合アプローチ‐BSC と
COSO ERM の統合フレームワークの検討‐」『日本管理会計学会誌管理会計学』第 14
巻，第 2 号，41 頁‐53 頁。 
南雲岳彦（2014）「マネジメント・コントロール・システムのアーキテクチャに関する研
究‐MUFG における BSC 導入経験に基づく考察‐」『原価計算研究』第 38 巻，第 2 号，
1 頁‐14 頁。 
西居豪（2005）「日本企業における非財務指標の利用方法‐事例研究を通じて‐」『大阪府
立大学経済研究』第 51 巻，第 1 号，79 頁‐96 頁。 
西居豪（2011）「バランスト・スコアカード研究の系譜と展望」『専修大学会計学研究所報』
第 25 巻，1 頁‐116 頁。 
西居豪（2012）「インターラクティブ・コントロール概念に関する一考察」『専修商学論集』
第 94 号，171 頁‐193 頁。 
西居豪・近藤隆史（2012）「テンション概念とそのマネジメントに関する理論的考察‐マ
ネジメントコントロールからの視座を中心として‐」京都産業大学ディスカッションペ







18 巻，第 1 号，37 頁‐55 頁。 
朴武絃（2005）「銀行産業において BSC 成果指標間の因果関係が存在するのか？」『桃山
学院大学総合研究所紀要』第 30 巻，第 3 号，3 頁‐24 頁。 
林攝子（2004）「戦略コミュニケーションツールとしてのバランス・スコアカード‐戦略
共有効果に関する実証分析‐」『企業会計』第 56 巻第 4 号，130 頁‐135 頁。 
福嶋誠宣（2012）「コントロール・パッケージ概念の検討」『日本管理会計学会誌管理会計
学』第 20 巻，第 2 号，79 頁‐96 頁。 
松尾貴巳（2005）「非財務指標による業績評価システムの有効性に関する実証分析‐自動
車メーカーA 社のケース‐」『會計』第 167 巻，第 3 号，90 頁‐102 頁。 
松尾貴巳（2009）『自治体の業績管理システム』中央経済社。 
松尾貴巳（2014）「管理会計研究におけるアクションリサーチの意義と課題」『日本管理会
計学会誌管理会計学』第 22 巻，第 2 号，15 頁‐27 頁。 
松葉博雄（2008）「経営理念の浸透が顧客と従業員の満足へ及ぼす効果‐事例企業調査研
究から‐」『経営行動科学』第 21 巻，第 2 号，89 頁‐103 頁。 
三菱 UFJ フィナンシャルグループ（2015）『MUFG レポート 2015 ディスクロージャー誌
2015 本編 統合報告書』三菱 UFJ フィナンシャルグループ。 
三菱 UFJ フィナンシャルグループ（2016）『MUFG Report 2016 ディスクロージャー誌
2016 本編 統合報告書』三菱 UFJ フィナンシャルグループ。 
三菱 UFJ フィナンシャルグループ（2017）『MUFG Report 2017 ディスクロージャー誌
2017 本編 統合報告書』三菱 UFJ フィナンシャルグループ。 
三矢裕（2002）「管理会計システムの導入研究の方法論‐トライアンギュレーションとア









戸大学経済経営学会）』第 198 巻，第 1 号，79 頁－94 頁。 
安酸健二・乙政佐吉・福田直樹（2009）「バランス・スコアカード研究の回顧と展望」『経
理研究（中央大学経理研究所）』第 52 巻，377 頁‐389 頁。 
安酸健二・乙政佐吉・福田直樹（2010a）「非財務指標と業績管理」加登 豊・松尾貴巳・
梶原武久編著『管理会計研究のフロンティア』中央経済社，第 7 章，173 頁－197 頁。 
安酸健二・乙政佐吉・福田直樹（2010b）「バランス・スコアカード研究の現状と課題‐実
証研究のレビューに基づく検討‐」『原価計算研究』第 34 巻，第 2 号，1 頁‐12 頁。 
横田絵里・妹尾剛好（2010a）「戦略マネジメントシステムの事例研究（1）：キリンビール
株式会社のバランスト・スコアカード」『三田商学研究（慶應義塾大学出版会）』第 53
巻，第 2 号，123 頁‐136 頁。 
横田絵里・新井康平・庵谷治男・目時壮浩・福島一矩・妹尾剛好（2010b）「管理会計研究
論文におけるフィールド・スタディの妥当性を求めて‐論文内記載情報の検討‐」『三田
商学研究（慶應義塾大学出版会）』第 53 巻，第 2 号，101 頁‐121 頁。 
横田絵里・乙政佐吉・坂口順也・河合隆治・大西靖・妹尾剛好（2016）「マネジメント・
コントロールの分析枠組みから見た管理会計研究‐文献分析による検討‐『原価計算研
究』第 40 巻，第 2 号，125 頁‐138 頁。 
吉川武男（2006）『バランス・スコアカードの知識』日本経済新聞出版社。 
吉城唯史（2013）「非財務業績評価指標とその経済的帰結‐先行研究が示す経験的証拠か
ら‐」『阪南論集』第 48 巻，第 2 号，47 頁‐63 頁。 
吉田栄介（2007）「管理会計の組織プロセスへの影響‐ダイナミック・テンションの創造
にむけて‐」『三田商学研究（慶應義塾大学出版会）』第 50 巻，第 1 号，19 頁‐32 頁。 
吉田栄介（2011）「原価企画の新機能‐テンションマネジメントとしての役割期待‐」『三













≪回答者 A 氏：本部次長（元支店長）≫ 
（Q1） BSC に基づく当社の業績評価の仕組みを支店内の構成メンバーに浸透させ
ることは業績評価の向上に繋がると考えている。特にマネジメント層だけでな



















































≪回答者 C 氏：支店長≫ 






































≪回答者 D 氏：本部営業部長≫ 































































































































































































































≪回答者 J 氏：支店長≫ 















































≪回答者 K 氏：支店長≫ 





































































































































































≪回答者 Q 氏：支店長≫ 
(Q1) 業績評価の仕組みを支店内に浸透させることは，業績評価の向上に繋がると





























≪回答者 R 氏：支店長≫ 
(Q1) 業績評価の仕組みを支店内に浸透させることで，支店の業績評価は向上する
と思う。但し，業績評価の仕組みを浸透させるだけではなく，部下に対しては
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                        博士後期課程 松尾貴巳研究室 
                                  岡田将稔 
 
 日常業務がご多忙のところ大変恐縮ですが、添付のアンケート調査にご協力頂きたくお






























□5年未満 □5年～10年未満 □10年～15年未満 □15年～20年未満 □20年以上
□6ヶ月未満 □6ヶ月～1年未満 □1年～2年未満 □2年～3年未満 □3年以上
□支店長・副支店長 □次長・課長 □支店長代理 □その他
本部経験年数 □3年未満 □3年～5年未満 □5年以上
本部での担当業務 □企画・管理業務 □営業支援業務
□本部経験無し
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1 2 3 4 5
4‐5 主要組織単位の利益よりも,全社の利益を考えて行動することが評価される 1 2 3 4 5




1 2 3 4 5
4‐8 社内の他の組織単位や協働するグループ会社と仕事上の相互依存性が高い 1 2 3 4 5
4‐9 社長が主要組織単位長に求める個人目標の水準は極めて高い 1 2 3 4 5
4‐10 主要組織単位の長は本社から配賦される費用に強い関心をもつ 1 2 3 4 5
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問 5 グループベースでの業績目標達成に関連した質問です。ご回答にあたっては、ご自
由にご意見をご記入ください。 
（１）社内の指揮命令権の範囲を超えたグループベースでの業績評価目標を達成するため
にどのような取組や工夫をされていますか。 
 
 
問 6 当社とグループ会社との協力関係に関連した質問です。ご回答にあたっては、ご自
由にご意見をご記入ください。 
（１）当社とグループ会社の間での協力関係や助け合う組織風土は強いと思いますか。 
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自由記述欄 
本アンケート及び業績管理システムについて、ご自由にご意見をご記入ください。 
 
 
 
以上です。ご協力有難うございました。 
 
